人権問題に関する府民意識調査について（速報）
１．調査の概要
(1)調査の目的

人権尊重の社会づくりに向けて、今後の人権教育・啓発に係る施策の効果的な展開を図るため、同和問題をはじめとして、広く人権問題に関する府民意識の変化や動向を把握する。

(2)調査の方法

①調査対象

大阪府内に居住している満２０歳以上の男女個人

②対象数

２，０００人　※うち大阪市分の６１２人については、大阪市から調査結果の提供を受ける。
③調査方法

・郵送法

・平成２２年１１月１日(月)に調査票を調査対象者に郵送し、１２月１０日(金)までに返送された調査票を集計対象とした。同年１１月１１日(木)、礼状兼協力依頼のハガキを調査対象者に郵送することにより、再度の協力を依頼した。
２．調査対象者の抽出方法

(1)抽出方法

層化二段無作為抽出

等間隔抽出法（外国人登録者）

(2)層化基準

府内全66市区町村をそれぞれ１つの層とした。

３．調査体制

学識経験者による「人権問題に関する府民意識調査検討会」を設置し、調査の企画及び設計に関して助言を得るとともに、集計及び分析に関して、助言・監修を得た。

【人権問題に関する府民意識調査検討会委員】

	氏　　名
	所　　　属

	神原　文子
	神戸学院大学人文学部教授

	中川　喜代子
	奈良教育大学 名誉教授

	西田　芳正
	大阪府立大学人間社会学部准教授


（５０音順）
４．回収状況

回答があった調査対象者のうち、「拒否（白紙回答を含む）」などの無効調査票（17票）を除いた有効回収調査票は903票であり、割当標本に対する有効回収率は45.2％であった。

	
	割　当

標本数
	到　達

標本数
	不到達

標本数
	有効回収

調査票数
	無効

調査票数
	割当標本数に対する回収率
	到達標本数に対する回収率

	総　数
	2,000
	1,982
	18
	903
	17
	45.2%
	45.6%

	地　　域
	大阪市
	612
	607
	5
	219
	7
	35.8%
	36.1%

	
	大阪市以外（計）
	1388
	1375
	13
	684
	10
	49.3%
	49.7%

	
	
	豊　能
	148
	146
	2
	75
	1
	50.7%
	51.4%

	
	
	三　島
	245
	243
	2
	129
	4
	52.7%
	53.1%

	
	
	北河内
	268
	265
	3
	137
	0
	51.1%
	51.7%

	
	
	中河内
	191
	190
	1
	95
	0
	49.7%
	50.0%

	
	
	南河内
	142
	141
	1
	64
	3
	45.1%
	45.4%

	
	
	泉　北
	265
	261
	4
	115
	2
	43.4%
	44.1%

	
	
	泉　南
	129
	129
	0
	64
	0
	49.6%
	49.6%

	
	
	地 域 不 明
	－
	－
	－
	5
	－
	－
	－

	2005年調査
	7,000
	6,913
	87
	3,675
	219
	52.5%
	53.2%

	2000年調査
	10,000
	9,770
	230
	5,568
	251
	55.7%
	57.0%

	1995年調査
	7,000
	6,828
	172
	3,814
	209
	54.5%
	55.9%

	1990年調査
	7,000
	6,794
	206
	3,958
	245
	56.5%
	58.3%

	1985年調査
	7,000
	6,684
	316
	3,395
	314
	48.5%
	50.8%

	


５．回答者の構成

(1)性別
	
	総数
	男性
	女性
	不明

	総数
	 100.0%
	  43.6%
	  46.3%
	  10.1%

	
	   903
	   394
	   418
	    91


(2)年齢
	
	総数
	20歳代
	３0歳代
	４0歳代
	５0歳代
	６0歳代
	７0歳以上
	不明

	総数
	 100.0%
	   6.4%
	  12.0%
	  14.1%
	  14.8%
	  21.8%
	  20.5%
	  10.4%

	
	   903
	    58
	   108
	   127
	   134
	   197
	   185
	    94


(3)職業
	
	総　数　
	自営業（農林業、商工サービス業、建設業、自由業などの事業主及び家族従事者）
	公務員、教員
	民間企業・団体の経営者・役員
	民間企業・団体（従業員数25人未満）の勤め人
	民間企業・団体（従業員数25人以上100人未満）の勤め人
	民間企業・団体（従業員数100人以上300人未満）の勤め人
	民間企業・団体（従業員数300人以上）の勤め人
	派遣社員、契約社員、非常勤職員、臨時雇、パート勤め
	その他の有業者
	家事専業
	学　生                
	無　職          
	不  明

	総数
	100.0%
	13.5%
	3.0%
	2.9%
	3.7%
	4.7%
	3.3%
	11.2%
	12.5%
	0.6%
	18.4%
	1.0%
	21.9%
	3.4%

	
	   903
	  122
	27
	 26
	 33
	  42
	 30
	 101
	 113
	   5
	 166
	   9
	 198
	  31
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